
公立大学法人島根県立大学の各事業年度の業務実績評価（年度評価）実施要領

令和２年２月１２日
島根県公立大学法人評価委員会決定

１ 趣旨
  地方独立行政法人法第２８条の規定に基づく島根県公立大学法人評価委員会（以下 

「評価委員会」という。）が行う公立大学法人島根県立大学（以下「法人」という。） 
に係る各事業年度の業務実績の評価（以下「年度評価」という。）を適切に行うため、 
評価の実施に関し必要な事項を定める。

２ 評価の目的
  評価委員会が行う評価は、法人による自主的な業務運営の見直し、改善を促し、も 

って、法人業務の質の向上、業務運営の効率化及び透明性の確保に資することを目的 
として行う。

３ 評価の基本方針
  年度評価は、次の基本方針により行うものとする。

 ⑴ 年度評価は、主として中期目標・中期計画の達成に向けた業務の進捗状況を確認 
  する観点から行い、これを通じて中期目標期間中における法人業務の改善・充実が 
  図られることにつながるものとする。
⑵ 年度評価は、法人の自己点検・評価に基づくものとする。

 ⑶ 教育研究に関しては、その特性に配慮した評価を行う。
⑷ 評価を通じて県民に法人の状況を分かりやすく示し、法人運営を支援する県とし 

  ての説明責任を果たすものとする。

４ 年度評価の実施方法
  年度評価は、当該事業年度の終了後３月以内に評価委員会に提出された法人による

自己点検・評価に基づき作成する業務実績報告書に基づき、「項目別評価」及び「全
体評価」により実施する。

⑴ 法人の自己点検・評価

  ア 業務実績報告書を記載するに当たっての留意事項
    法人は、次の事項に留意し、年度計画における実施計画の項目ごとに、業務の 
  進捗状況等について業務実績報告書に記載する。
   (ｱ) 業務実績報告書の記載に当たっては、できる限り客観的な情報・データを用 
   いて具体的に記載するよう留意する。
   (ｲ) 当該年度の数値目標を設定している場合は、当該項目に関する取組み状況と 
   ともに、実績値を記載するものとし、実績値が目標値に達しない場合には、そ 
   の理由及び次年度以降の取組見通しを併せて記載する。
   (ｳ) 数値目標を設定していない場合は、当該年度における取組みの実績を記載し、 
   その実績が年度計画で定めた計画どおり進められていない場合は、その理由及 
   び次年度以降の取組見通しを併せて記載する。
   (ｴ) 特筆すべき事項等があれば次により特記事項欄に記載する。
    ａ 中期計画には記載していないが、力を入れて取り組んでいるもの
    ｂ 中期計画を変更する必要があると考えられる事項があれば、その状況や理 
    由
    ｃ その他、評価委員会に報告すべき状況など
   (ｵ) 必要に応じて、関連資料を添付する。なお、評価委員会が評価を行う上で必 
   要と認めた資料について、法人に対して追加資料の提出を求めることがある。



  イ 項目別評価

   (ｱ) 法人による年度計画項目別評価
     法人は、年度計画の記載事項ごとに、業務の進捗状況を次の５段階で自己評 
   価するとともに、できるだけ客観的なデータに基づき、その業務を行ったこと 
   による成果も踏まえ、業務の実施状況及び自己評価の判断理由を記載する。
     また、法人の判断により年度計画の記載事項を複数まとめて自己評価するこ
    とができるものとする。

なお、「大学の教育研究等の質の向上」に関する項目については、５段階評
    価は行わない。

評点 年度計画項目別評価の評価基準（小数点以下第１位四捨五入）

５ 年度計画を大幅に上回っている。（達成度は 121%以上、かつ特に顕
著な成果が得られたと判断できる場合／制度等が整備され、当該制度
が他大学の模範となるような優れた機能を発揮している場合）

４ 年度計画を上回っている。（達成度が 101%以上 120%以下／制度等が
整備され、実際に機能している場合）

３ 年度計画を概ね達成実施している。（達成度が 91%以上 100%以下／
制度等が整備されている場合）

２ 年度計画を下回っている。（達成度が 71%以上 90%以下／制度等の整
備に関する検討段階である場合）

１ 年度計画を大幅に下回っている。（達成度が 70%以下／制度等に関す
る取組が行われていない場合）

   注：評点の付け方について
      ほぼ計画どおり達成した場合を「標準」とし３点を付す。４点以上は、進

捗度が計画以上である場合に付すことが基本である。
制度等を整備する計画の場合、計画に沿って当該制度等を整備した場合は

３点を付し、整備された制度等が既に機能を発揮していると認められる場合
に４点以上を付すこととなる。

【例１】年度計画が掲げる数値目標が「●●率 100%」であるなど、当該目標
の性質上、達成度が目標を超える余地がない場合には、「達成度が
100%であったときを５」、「達成度が 95%以上 100%未満であったと
きを４」、「達成度が 90%以上 95%未満であったときを３」、「達成
度が 70%以上 90%未満であったときを２」、「達成度が 70%未満であ
ったときを１」とする。

【例２】年度計画が「●●について検討する（取り組む）」ことを内容とする
ものである場合には、「当該取組の結果、他大学の模範となるような
優れた効果、効用が発生したときを５」、「当該取組の結果、何らか
の効果、効用が発生したときを４」、「当該取組の結果、所期の結論
（成果物）を得たときを３」、「所期の結論（成果物）を得るに至ら
ず引き続き検討段階であるときを２」、「取組なしを１」とする。



⑵ 評価委員会による検証・評価

  ア 法人自己評価の検証
    評価委員会は、法人から提出された業務実績報告書及び必要に応じて求める追 
   加資料に基づき、法人からのヒアリング等を通じ、業務の実績等について調査・ 
   分析の上、法人の自己評価を検証する。

イ 評価
   (ｱ) 中期目標項目別評価
     評価委員会が調査・分析した状況を踏まえ、中期目標で定める大項目ごとに、 
   中期目標・中期計画の達成に向けた業務の進捗状況、前年度実績評価において、 
   遅れている点とされた事項の対応状況及び特記事項の内容を総合的に勘案して中 
   期目標項目別評価の評価基準により５段階で評価するとともに、その判断理由を 
   記載する。

なお、「大学の教育研究等の質の向上」に関する項目については、５段階評 
   価を行わず、法人の自己評価結果を踏まえ、客観的・外形的な取り組み状況に 
    ついて特筆すべき点又は遅れている点等について示す。

中期目標項目別評価の
評価基準により５段階
評価を行う項目

① 社会情勢の変化に的確に対応した大学づくり
② 自主的、自律的な組織運営体制の確立
③ 評価制度の構築及び情報公開の推進
④ その他業務運営に関する重要事項

５段階評価を行わず特
筆すべき点又は遅れて
いる点を示す項目

○ 大学の教育研究等の質の向上

中期目標項目別評価の評価基準（小数点以下第２位四捨五入） 

S…中期目標の達成に向けて特筆すべき進捗状況にある。（年度計画項目別
評価における各項目の評点の平均値が４．３以上）

 Ａ…中期目標の達成に向けて順調に進んでいる。（年度計画項目別評価にお
ける各項目の評点の平均値が３．５以上４．２以下）

 Ｂ…中期目標の達成に向けて概ね順調である。（年度計画項目別評価におけ
る各項目の評点の平均値が２．７以上３．４以下）

 Ｃ…中期目標の達成のためにはやや遅れている。（年度計画項目別評価にお
ける各項目の評点の平均値が１．９以上２．６以下）

 Ｄ…中期目標の達成のためには大幅な改善が必要である。（年度計画項目別
評価における各項目の評点の平均値が１．８以下）

    法人は、年度計画の記載事項ごとにウエイトを付けることができ、評価委員 
   会は、ウエイト付けを行った後の割合により評定する。なお、法人はウエイト 
   数値の決定理由及びウエイト付けを行った根拠を明確に示さなければならな  
   い。



   (ｲ) 全体評価
     全体評価は、中期目標項目別評価及び中期計画主要数値目標の実績を踏まえ、

中期目標の達成状況又は中期計画の進捗状況を総合的に評価する。また、改善
すべき事項があれば記載する。

     その際、次の事項について積極的に評価するものとする。

① 他大学の模範となる成果が上げられたとき
② 中期目標・中期計画で想定した以上の成果が上げられたとき
③ 県民や社会に対する説明責任を重視し、社会に開かれた大学運営を目
 指した取組みが行われたとき

５ 法人への意見申立て機会の付与
  評価委員会は、評価案を作成したときは、法人に対し当該評価案を送付し、意見の 

申立ての機会を付与するものとする。

６ 評価結果確定後の処理
⑴ 法人意見を検討した上で、中期目標項目別評価及び全体評価を確定する。
⑵ 確定した評価結果は、法人に通知するとともに、知事に報告する。

 ⑶ 知事が議会に報告した後、評価結果を県ホームページ上で公開する。

７ その他
本実施要領については、年度評価の実施結果等を踏まえ、必要に応じ、評価委員会 

の協議を経て見直すことができるものとする。


